
関
税
暫
定
措
置
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律

関
税
暫
定
措
置
法
（
昭
和
三
十
五
年
法
律
第
三
十
六
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

第
三
条
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。

（
国
際
関
係
の
緊
急
時
に
特
定
の
国
を
原
産
地
と
す
る
物
品
に
課
す
る
関
税
率
）

第
三
条

国
際
関
係
の
緊
急
時
に
お
い
て
、
世
界
貿
易
機
関
を
設
立
す
る
マ
ラ
ケ
シ
ュ
協
定
附
属
書
一
Ａ
の
千
九
百
九
十
四
年

の
関
税
及
び
貿
易
に
関
す
る
一
般
協
定
（
以
下
「
一
般
協
定
」
と
い
う
。
）
に
よ
る
関
税
に
つ
い
て
の
便
益
を
与
え
る
こ
と

が
適
当
で
な
い
と
き
は
、
政
令
で
定
め
る
国
（
そ
の
一
部
で
あ
る
地
域
を
含
む
。
）
を
原
産
地
と
す
る
物
品
で
政
令
で
定
め

る
も
の
で
、
政
令
で
定
め
る
期
間
内
に
輸
入
さ
れ
る
も
の
に
課
す
る
関
税
の
率
は
、
関
税
法
第
三
条
た
だ
し
書
（
課
税
物

件
）
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
関
税
定
率
法
第
三
条
（
課
税
標
準
及
び
税
率
）
の
規
定
（
前
条
の
規
定
の
適
用
が
あ
る
と
き

は
、
同
条
の
規
定
）
に
よ
る
も
の
と
す
る
。

２

前
項
の
政
令
を
制
定
し
、
又
は
改
廃
す
る
場
合
に
お
い
て
は
、
政
令
の
制
定
又
は
改
廃
に
伴
い
合
理
的
に
必
要
と
判
断
さ

れ
る
範
囲
内
に
お
い
て
、
所
要
の
経
過
措
置
（
罰
則
に
関
す
る
経
過
措
置
を
含
む
。
）
を
定
め
る
こ
と
が
で
き
る
。

第
七
条
の
三
第
一
項
た
だ
し
書
中
「
世
界
貿
易
機
関
を
設
立
す
る
マ
ラ
ケ
シ
ュ
協
定
附
属
書
一
Ａ
の
千
九
百
九
十
四
年
の
関



税
及
び
貿
易
に
関
す
る
一
般
協
定
（
次
項
第
五
号
及
び
第
七
条
の
六
第
二
項
第
二
号
に
お
い
て
「
一
般
協
定
」
と
い
う
。
）
」

を
「
一
般
協
定
」
に
改
め
る
。

附

則

こ
の
法
律
は
、
公
布
の
日
の
翌
日
か
ら
施
行
す
る
。


